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新たなODA論争

　周知のように、日本の人口減少
は止まらない。その影響は建設現
場での人手不足にとどまらず、全
国各地の中小企業をはじめ農業分
野、社会福祉分野にまで広がって
いる。
　政府によると、中小企業の休廃
業・解散件数は増加傾向にあって
2018年は4万6,724件に達し、こ
のままでは中小企業の廃業に歯止
めがかからず、地域における雇用
や技術が失われる恐れがあると将
来への懸念を示している。もし大
量の中小企業が廃業に追い込まれ
ると、国内総生産（GDP）の22
兆円が減少するという試算もある。
　産経新聞（1月25日付）による
と、ゼネコン大手の鹿島建設（株）
は同社の工事を請け負う協力会社
に就職するミャンマー人に対して、
来日前に現地で安全教育などを施
し、毎年100人規模を協力会社に
派遣する方針を明らかにしている。
　他方、地方を含む全国レベルで
中小企業の海外展開を支援してい

る国際協力機構（JICA）副理事
長、越川和彦氏によると、地方で
も海外事業を支える人材不足に悩
まされており、なかには進出した
先で人を育てて、彼らを日本に連
れて来て事業の推進役になっても
らうと考えている企業も現れてい
るという。日本は人材確保という
点で、まさに試行錯誤の時代を迎
えている。
　周知のように、中南米のブラジ
ルやペルーから日系人が家族とも
ども来日して、日本各地で重要な
労働力として存在感を高めている。
ところが、多くは言葉の問題は言
うまでもなく、生活習慣の面でも
不自由な生活を強いられていると
いう。そこで、途上国の現地感覚
を身につけたJICAの青年海外協
力隊OBを派遣して、日系人と日
本社会との仲を取り持つ役割を果
たしてもらおうという提案もある。
　ところが、来日する途上国人材
（労働者）への政府開発援助
（ODA）ベースの国内支援は
「ODAではない」と待ったをか
ける意見も聞かれる。これに対し

て、途上国援助（ODA）の最終
目的は、その国の人びとの所得を
増やし、貧国からの脱出を目指す
ことであるから、途上国の人びと
にとって直接収入となる所得こそ
真の援助ではないのか、との反論
も聞こえてくる。
 そこで目を海外に転じると、米
国では途上国の人びとが本国に送
金するお金こそ、直接的な援助と
して高く評価されている。次は少
し古い話だが、筆者が2005年頃
に取材した米国での同じケースの
話を述べてみたい。

際立つ送金援助

　2004年頃、有名な『フォーリ
ン・アフェアーズ』誌は、米国で
働く途上国労働者からの本国送金
は、2000年レベルで総額180億
ドルに達していると報告していた。
だが、『フィナンシャル・タイム
ズ』はこれを“開発に新たな燃
料”を供給する途上国からの労働
力輸出だと言い、2004年1月号の
『ニューズウィーク』は“Migration 
Economy”と題する移民労働者

の送金問題を特集していた。
　つまり、米国人に言わせると、
「米国からの送金ほど確実に貧し
い途上国の家庭に届くお金はない。
その直接的効果は政府の対外援助
（ODA）より高い」である。そ
こで、どのくらいの規模で米国か
ら途上国へ送金しているかを
2004～05年レベルで展望すると、
その時点から過去10年を振り返
ると約210億ドルから500億ドル
へと倍増している。その内訳を見
ると、中南米145億ドル、インド
115億ドル、中東104億ドル、東
欧62億ドルである。例えば、中
南米６カ国が受け取った米国から
の送金は、中南米各国のGDP
（国内総生産）の10％以上を占
めていた。
　米国では米国からの送金を、
（1）政府開発援助（ODA）、
（2）途上国への民間投融資に続
く第３の援助と考えて、これを
“第３の波”と呼んでいる。
　東南アジアでは歴史的な関係か
らフィリピンの米国への出稼ぎが
目立っている。なかでも看護師の
米国への出稼ぎは広く知られてい
る。2004年11月にカリフォルニ
ア州を訪れたフィリピンのグロリ
ア・マカパガル・アロヨ大統領
（当時）は、「海外で働くフィリ
ピン人が本国送金を1人当たり月
額20ドル増やしたら、GDP（国
内総生産）の２％に相当し、年間
16億8,000万ドルが受け取れる」
と述べている。当時のフィリピン
の海外出稼ぎ人口は700万人超と
見られていたので、送金額は
GDP１％に相当すると言われて

いた。今では恐らく海外出稼ぎ人
口は1,000万人レベルではないだ
ろうか。

JICAの新たな役割

　米国では、ODAよりも“第３
の波”と言われるNPO、企業の
慈善活動、大学、宗教団体、個人
献金などが注目され、そのスケー
ルはODA年間予算の3.5倍以上だ
とみられている。今でも米国で働
く人たちの本国送金を立派な援助
実績として高く評価している。
　日本の途上国援助もODAや民
間投資のみならず、途上国の人た
ちが日本で稼いで本国送金するこ
とも、広い意味で日本の援助の範
囲に入れてもよい時代を迎えてい
ると言えないだろうか。これは
“政府援助”にカウントされても
よい、“直接的貧国援助”として
カウントされてもよいものであろ
う。また、国際的に認知されてい
る持続可能な開発目標（SDGs）
にも堂々と入る援助概念であると
言える。

　こうした新しい局面に対して、
かつての職業訓練学校に代わって
JICAなどODA実施機関は得意と
する研修ノウハウを生かし、海外
事務所やアジア各地の「日本セン
ター」を含めて途上国からの出稼
ぎ労働者の技術や知識の向上を現
地でも助ける方策を検討すべきで
ある。
　来日する途上国労働者の質的向
上に寄与し、日本から母国への彼
らの送金も大きくとらえて直接的
な「途上国援助」という概念に含
めるべきであろう。
　日本で新しい知識や技術を身に
つけた途上国労働者は、いずれ帰
国して自国の発展に寄与したり、
あるいは、再度来日して更に能力
を高めていく可能性も考えられる。
こうして、日本は人口減少が進む
中で少しずつアジアとの一体化が
進み、いずれ日本はそうした大き
なアジアとの国民・市民交流のう
ねりの中で生きていかなければな
らない時代へ移行していくことに
なろう。

途上国援助“第３の波”
来日する途上国労働者の研修

インドネシア・バリ島の寺院。日本の五重の塔のような仏教的な雰囲気が漂っていた（2000年４月撮影）
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“負の連鎖”断つ開発協力～平和構築における日本の役割は
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非国家アクターの紛争が急増

　冷戦終結後の1992年、日本で
「国際連合平和維持活動等に対す
る協力に関する法律」（PKO協
力法）ができたが、平和維持活動
（PKO）などに参画するには紛
争当事者の停戦合意などがあるこ
とが前提だ。ところが、近年の紛
争は、日本の法律が想定している
ものと様相が大きく変わっている。
世界では2010年を境に紛争が急
増している。この傾向については、
2018年に国連と世界銀行が共同
編集した報告書「平和への道
（Pathway for Peace）」が詳しい。
　かつて主流だった国家対国家の
紛争が激減し、今や過激派組織な
ど非国家アクターによる紛争が主
流となっている。アフリカでは非
国家間の紛争が全体の６割を占め
る。武装勢力の数も増えており、
例えば、シリア内戦における武装
勢力は実に1,000以上存在する。
　いわゆるイスラム国（IS）やボ
コハラムなどは、現地コミュニテ
ィーの脆弱さにつけこみ、人々の
不公平感や不満をうまく利用して
浸透する。
　こうした外的な勢力の介入によ
って紛争が複雑化、長期化してい
るのが大きな特徴だ。紛争が一段

落しても和平合意がないまま、争
いがくすぶり、爆発を繰り返す。
国別ではシリア、イラク、アフガ
ニスタンが、死亡者が多い三大紛
争国である。その次に多いのはソ
マリア、イエメン、ナイジェリア、
スーダン、南スーダン、リビアな
どだ。アフリカのサヘル地域やラ
テンアメリカでも紛争は尽きない。

平和構築の概念も見直し進む

　こうした紛争の変質に伴い、平
和構築は紛争終結後にだけやるも
のではなくなった。今は、紛争を
未然に防ぎ、紛争中も仲介や信頼
醸成措置などを通じてエスカレー
ションを抑え、ある程度の和平合
意ができた後も、再発防止措置を
とって、復興につなげる活動全般
を指す「平和構築と持続」という
概念の中で語られる。
　昨秋亡くなられた緒方貞子さん
は、人道援助と開発支援の間のギ
ャップをつなぐ移行期支援を20
年以上前に提唱した。紛争が長期
化する今、人道援助も平和構築も
開発も一体として同時並行的に取
り組まないといけない。
　世銀は2011年の報告書「紛
争・安全保障・開発」で、紛争再
発・暴力拡散の防止、脆弱性から
の脱却のためには、国家機能や法

治の強化、雇用拡大などに注力す
べきだと提言した。それ以降、紛
争と脆弱性の根本原因に対処しな
ければ平和は訪れないとの考えが
主流化した。世銀も、最近の増資
にあたって「脆弱性・紛争・暴力
（FCV）」に注力することを決
め、特に予防の視点を強めている。
　2015年に国連で採択された持
続可能な開発目標（SDGs）は、
国際社会の流れを変える大きなき
っかけになった。SDGs達成のた
めには、紛争が最も大きな障害で
ある一方、「持続的な平和」を達
成するためには、SDGsが処方箋
となる。過激主義が伸張し、その
介入によって紛争が複雑化、長期
化するのなら、その根本原因から
対処しないといけない。

人道支援予算の膨張に危機感

　前述の「平和への道」は、紛争
予防の必要性をコスト面で説いた
初めての報告書でもあった。二国
間の政府開発援助（ODA）も含
め、公的援助が人道支援に割かれ
る割合が2007年以降、急増して
いる。紛争が頻発して難民対策な
どの必要性が増す一方で、経済開
発や紛争予防に十分な金が回って
いない。2018年に紛争予防に回
ったのは脆弱国への公的援助全体

のわずか２％程度しかない。
　2016年の世界人道サミットで
は「紛争を根元から断ち、人道支
援ニーズ自体を減らさないと、こ
れほど膨れ上がる人道支援予算を
維持できない」として、「人道と
開発のネクサス」という概念が提
唱された。その基本は、現地のコ
ミュニティーの強靭性（レジリエ
ンス）を高めることだ。紛争、迫
害などにより7,000万人以上が母
国を追われるようになった今、既
に難民キャンプでの収容は限界を
超えた。このため、受け入れ国の
地方自治体の能力強化や地元住民
との軋轢回避策などを通じて、よ
り持続可能な解決策が必要だ。
　これに加えて、国家機能の強化
や法治、住民の安全など「持続的
平和」に向けた活動も併せてやら
ないと、紛争自体が継続してしま
う。以上から国際社会は今、「人
道・開発・平和のネクサス」の実
現に向けて取り組みを進めている。
2019年には経済協力開発機構
（OECD）開発援助委員会（DAC）
もこの「トリプル・ネクサス」に
ついて提言を出した。人道支援は
真に必要な時だけに限り、開発と
平和構築、予防のアプローチをも
っと強化すべきだという内容だ。
　UNDPがSDGs時代に合った体
制構築を進める中で2018年、危
機局を新設し、私を局長に任命し
た。私は、紛争だけでなく、自然
災害も含めたあらゆるリスク、脆
弱性に対処するための政策策定に
携わっている。貧困、資源をめぐ
る争い、気候変動、格差、さまざ

まな要素がその原因と
して絡み合う中で、何
にどうやって対処する
のが効果的なのか、デ
ータ分析、ファイナン
シング、分野横断型ア
プローチ立案などに取
り組んでいる。
　例えばイラクやリビ
アでは、紛争で疲弊し
たコミュニティーや破
壊されたインフラを再
構築し、生計を維持す
る手段を作り、政府が国家機能の
回復をする支援を行い、安定化を
図っている。コミュニティーのレ
ジリエンス支援では、自治体レベ
ルの対応や、住民間の不和を解消
し、融和を図るための対話を仲介
する。また、人権、正義の促進の
ため、司法、治安機関の強化、民
族和解のための機関などを作る手
伝いをすることもある。
　もちろん、UNDPだけでこれ
らを行うわけではない。国連ミッ
ションや他の国連機関、国際開発
金融機関、さらには二国間を通じ
た支援などを効果的に組み合わせ、
よりインパクトのある支援を行お
うという機運が高まっている。国
連平和維持部隊から政治ミッショ
ンに移行し、これをさらに終了さ
せる上で、現地で活動するさまざ
まな開発機関の役割は大きい。

難民対策などで日本と連携

　日本はUNDPに資金拠出し、
平和構築や過激主義の予防、住民
の強靭性支援などを行っている。

UNDPは JICAとの連携で、例え
ば、ザンビアの帰還難民の定住支
援を進めている。地方自治体の能
力向上やコミュニティーの自助の
促進はJICAが得意としてきた分
野であるが、より大きなインパク
トのためにUNDPと分析やプロ
グラム形成を共同で行い、協力を
強化する余地は大いにある。
　日本はPKO協力法に基づき、
現在は南スーダンの司令部に少数
名を派遣している程度だ。これま
で述べてきたように、平和のため
の開発の領域が広がっているのに、
日本ではこれをつなぐ専門家が十
分育っていないのではないかと危
惧している。例えば、現地で国連
諸機関のリスク分析、平和に資す
るプログラム策定支援を担う開発
平和アドバイザーという制度があ
るが、日本人はまだいない。広島
平和構築人材育成センターで集中
養成してはどうかと提案している。
　平和の実現のために、日本人が
もっと活躍してくれるよう期待し
ている。

国連事務次長補／国連開発計画（UNDP）総裁補・危機局長　　　　　　　　
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冷戦の終結から約30年が経ち、世界の紛争は大きく変容してきた。かつてのような国家間の紛争は減少する一
方、非国家アクターによる紛争が多発し、混迷を深めている。国連開発計画（UNDP）の組織改革で新設された危
機局の初代局長で、紛争の予防から復興開発にわたる幅広い政策立案を担う岡井朝子氏の分析を聞いた。

“人道・平和・開発のネクサス”を強化せよ
国境を越え、長期化、複雑化する紛争に対応


